
１．公共事業評価システムとは 

 

（１）公共事業評価システムの位置付け 

山形県では、公共事業の効率性や実施過程の透明性向上のため、公共事業評価を実施

しています。この評価は、個別事業ごとに行う事業評価であり、下図に示すとおり“政

策”“施策”に基づいて立案される“事務事業”レベルで実施しています。 
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（２）公共事業評価システムの目的 

公共事業評価システムは、計画段階から事業実施後までの各段階において、県民への

説明責任（アカンタビリティ）を確保しつつ、事業の効果的・効率的な執行を目的に実

施しています。 

  

公共事業評価システムの目的 

  

●事業の効果的・効率的な実施 

  〔計画段階（事前評価）〕 

  ・事業の妥当性（必要性や効果等）の検証、優先度の把握 

  〔事業実施段階（事業中評価）〕 

  ・事業継続の是非 

  〔事業実施後（事後評価）〕 

  ・改善措置の実施、効果の検証によるその後の事業への活用 

●県民への説明責任（アカンタビリティ）の確保 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．公共事業評価システムの構成と事業評価の流れ 

 

（１）公共事業評価システムの構成 

公共事業評価システムは、計画段階から事業実施後までの各段階の目的に応じ、大き

く「事前評価」、「事業中評価」、「事後評価」の三つの評価から構成されています。 

「事前評価」は、個別事業ごとに事業実施の妥当性（必要性や効果等）を判定する

「第一次評価（妥当性評価）」と妥当と判定された複数の個別事業を対象に、個別事業

間の優先度を判定する「第二次評価」から構成されています。 

 

 

公共事業評価システムの構成 

 

〔第一次評価（妥当性評価）〕 

・個別事業ごとに事業実施の妥当性（必要性や効果等）

を判定 

 
 
 
 
 

事前評価 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
〔第二次評価（個別評価、費用対効果）〕 

・妥当と判定された複数の個別事業を対象に、個別事業

間の優先度を判定 

 

 

 

 

・事業採択後５年を経過して未着工の事業や５年経過し

て継続中の個別事業等を対象に、事業継続の是非等を

判断 

 
 

事業中評価 
 
 

 

 

 

 

・事業完了後一定期間（５年以内）が経過した事業を対

象に、必要に応じて、改善措置や事業評価手法の見直

しを実施 

 
 

事後評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 


